日本聖公会管区小審判廷

（日本聖公会審判廷規則第５３条第１項）

被申立人　ヨハネ古賀　久幸
次の通り審判する。
【主文】

１．京都教区が２００８年９月２４日に出した「懲戒請求を却下する」との審判を
取り消す。

２．本件懲戒精求を京都教区審判廷に差し戻す。
【判断】

（１）日本聖公会京都教区審判廷が２００８年７月３１日付けで申し立て書記載事項に不備な点があり、審判廷規則第５章１６条４項を満たしていないと判断し、同年９月１５日の期限を設け申立書記載事項補正命令書を申立人に送付した内容について申立ての主旨、申立の事由である事実、証拠方法について明確化の整理を補正させる命令は意味あるものとして理解は出来る。

（２）京都教区審判廷は申立人等による再度の審判申立書を、補正命令書において求めて「いる」、「いつ」、「どこで」、「だれが」、「だれに」、「何をしたか」という事実が明示されていないとして、補正されたものとして受理せず、日本聖公会法規第２００条の懲戒事由を構成する事実が明らかにされていないという判断において、懲戒を受けるべき行為の特定が不可能との理由で本件懲戒申立てを却下したものである。

しかし、審判申立書に記載された証拠方法の記録類から察すれば被申立人が当時、常置委員としての責務を自覚することなく、司祭原田文雄を一方的に信頼し、信徒である被害者の訴えに耳を貸さない対応に終始した事実は明らかであり、懲戒申立ての正当な理由となりうると判断出来るものであると認識する。

つまり、申立人等が再提出した補正命令による修正を加えた審判申立書について、当管区小審判廷は申立ての趣旨、理由の存在を確認し、被申立て人への終身停職の懲戒を求める旨を理解する。
（３）上記のような事実を踏まえた理解によれば、申立人等の主張にあるように、補正命令書の不備という事由によって、審判廷規則第１７条以降を適用し却下した判断基準に正当性を認めるのは、非常に困難であると言わざるを得ない。

（４）仮に懲戒を受けるべき行為の特定自体は困難であるとしても、被申立人の司祭原田文雄への同調と、被害者への対応等の事実から、懲戒申立ての理由となることは明白であり、さらに同人が被害者に対し、司祭の立場としてというだけでなく、一人の人間として真摯な態度で謝罪し、被害の回復に努めたか否かという点に十分な審議をすべきであった。この審理を尽くさないまま、日本聖公会京都教区審判廷が本件を却下するに至ったことについては疑問である。　　　　　　

（５）申立人等によって、２００８年１０月６日付けで管区審判廷に不服申立書を提出された不服申立ての主旨として「原審判の却下については法規上の根拠がなく、不法かつ不当であると考えるため、却下を取り消して差し戻し審判を行うよう求めます」と述べているところに従い、当審判廷は申立てを次項目、「理由」にあるように判断した。　

【理由】
被申立人司祭ヨハネ古賀久幸は、自分自身の司祭としての牧会上の責務を明確に自覚せず、従前から信頼関係にあった司祭原田文雄を、結果的には過剰に擁護し、信徒である被害者の訴えに十分に耳を貸さない対応に終始した。このような司祭としての対応は当時、たとえば本件の案件後に設立されたセクシャル・ハラスメント相談窓口等の制度的な保証が完備されていなかったとはいえ、懲戒の申立の理由となりうるものである。その後、同人がどのような真摯な謝罪をしたか否か、そのような言動が被害者である信徒への被害の回復に結びついたかどうかの点について十分な審議を尽くさないまま、手続き的に審判を終結させた京都教区の審判は破棄を免れない。
以上の理由から日本聖公会審判廷規則第５３条第１項に従い審判員全員一致の意見で主文のように審判する。　　以上
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